






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































４　お わ り に
　ここまでにみてきたように，まず，再逮捕禁止の原則についての一般的な
理解を前提とすれば，同原則は，先行する逮捕が適法か違法かを問わず，複
数回に及ぶ同一の被疑事実での再逮捕について適用される。そして，先行す
る逮捕が違法である場合には，再逮捕禁止の例外を許すだけの理由が必要で
あるのみならず，その違法についても，何らかのかたちで解決される必要が
ある。それゆえ，再逮捕の必要性だけを理由とするのでは，違法逮捕後の再
逮捕を許容することはできない。
　そして，先行する逮捕の違法が再逮捕に引き継がれているのであれば，違
法の程度を問わず再逮捕は許容されない。この場合，先行する逮捕と再逮捕
は一体的な手続というべきであり，再逮捕を許すことは，司法審査の機会が
あるにもかかわらず，違法な手続の継続を司法が漫然と看過することに他な
らないからである。違法な手続の継続を打ち切る意味で，再逮捕は許されな
い。他方で，先行する逮捕の違法が再逮捕に引き継がれないのであれば，違
法な手続はいったん終結していることになる。再逮捕禁止の原則について例
外が認められる場面であれば，新たな手続に対する審査により，再逮捕が許
容されうる。
　先行する逮捕の違法が再逮捕に引き継がれたかどうかについて，従来は，
釈放の手続を挟むことによって手続が分断され，違法が解消されるとの見方
がなされてきた。違法逮捕後の勾留は許されないのに，釈放を挟んだのちの
再逮捕後であれば勾留が許される場合があるのは，手続が釈放により分断さ
れ，再逮捕という新たな手続を踏んだとみることができるからであろう。し
かしながら，先行する逮捕の違法が再逮捕に引き継がれるかどうかという点
は，司法審査により違法な手続を打ち切らねばならない場面であるかどうか
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という重要な局面に関わることであるのだから，形式的な釈放があっただけ
では足りず，釈放手続の具体的状況や，先行逮捕時に収集された資料が再逮
捕を根拠づけていないかなどをも踏まえて判断される必要がある。
　違法逮捕後の再逮捕の場面においては，先行逮捕と再逮捕との一体性を検
討したうえで，一体性が否定されない場合には，違法手続の打切りという観
点から再逮捕の可否が検討される必要がある。そして，先行する逮捕の違法
が再逮捕には引き継がれないものの，違法の程度が重大であり，違法逮捕の
抑制という見地からは看過できないという場合においては，別途政策的観点
から再逮捕が許されないといえよう。
（本研究は，JSPS 科研費（若手研究20K13347）の助成を受けたものである。）
